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１．研究背景と目的  

 近年、我が国において廃校が増加しており、平成

23 年度に新たに廃校になった公立学校（小学校、中

学校、高等学校及び特別支援学校）は全国で 474 校

であった１）。東京都においても、平成 14〜27 年度の

14 年間において、285 校が廃校となっている１）。そ

の要因として人口減少による学校の統廃合などが挙

げられる。平成 27 年度に実施された国勢調査では、

東京都（島嶼部を除く）の年少人口が 22（区部：4、

市：18）の地域において前回調査と比べ、減少して

いることが確認された。更に我が国は人口減少社会

に突入し、今後も全国規模で廃校が増加していくこ

とが予想されている。 

そこで本研究では、東京都を対象として平成 20 年

度以降に発生した小学校跡地の活用状況を調査する。

そしてその結果より、今後の廃校の跡地を活用とし

たまちづくりを行う際の一助となることを目的とす

る。 

 

２．既存研究の整理 

 植田ら 2）は東京 23 区における小中学校跡地の活用

実態と計画策定プロセスに着目している。村井 3）は

都区部と多摩市の跡地利用における地域差に着目

している。しかし、東京都全域における学校の跡

地活用に着目した研究は確認できなかった。 

 

３．研究方法 

 跡地活用の多様性が期待できることから、対象地

域は島嶼部を除く東京都とする。また、まちづくり

を行う際の一助となることを目的とするため、誰も

が歩いて生活できる距離という点に着目し、近隣住

区論に即した小学校区単位が重要であると考え、対

象の廃校は小学校とする。 

また今回は、東京都教育委員会において公開され

ている平成 20～29 年の 10 年間の閉校一覧を対象年

度とする。 

研究方法としては、平成20年度以降の東京都にお

ける新設校、廃校の住所を調べる。そして各行政の

公共施設等総合管理計画等を用いて跡地の活用状況

を調査する。更に、発生した跡地の土地所有者、校

舎活用の有無、都市計画や地区計画変更の有無等を

探る。なお、跡地活用状況を踏まえ、表1のように跡

地活用を7種類のタイプに分類する。さらに、Ⅳ.Ⅴに

ついては、民間利用、公有地としての利用、貸付・

売却の有無等についても把握していく。 

表 1 跡地利活用状況のタイプ別分類 

 

 

 

 

 

 

 

４．小学校廃校数と活用実態 

(１)跡地活用の実態とタイプ別分類 

平成 20 年度以降に発生した廃校は 78 箇所あるこ

とが分かった。さらにその 78 箇所を表 1 の分類に基

づいて整理した結果、表 2 となった。 

表 2 跡地利活用の分類結果 

 

 

 

 

 タイプⅠが一番多く、全体の 38%を占めていた。

これは統廃合により新たに小学校が整備されたもの

であり、別の土地利用に転換されたものではない。

次にタイプⅤが多く、全体の 26%を占めていた。未

利用というタイプⅥが 8 件（10%）もあり土地利用転

換の難しさも存在する。 

本研究では、土地利用転換という観点に着目し、

更にⅡ・Ⅳ～Ⅵについて詳細に状況を把握していく。 

①跡地利活用タイプⅡ 

 新校舎完成までの暫定的な利用が 8 箇所のうち仮

校舎として利用終了後の跡地利用が明確だったのは

2 箇所であり、6 箇所においては不明もしくは跡地利

用検討段階であった。 

②跡地利活用タイプⅣ 

表 3 複数用途への土地利用転換 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

複数用途への土地利用転換を整理したものを表 3

に示す。施設や住居とともに公園を一体的に設置し
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Ⅰ 統合新校としての利用
Ⅱ 新校舎完成までの暫定的な利用（仮校舎等）
Ⅲ 跡地利用決定までの暫定的な利用（一般開放等）
Ⅳ 複数用途への土地利用転換
Ⅴ 1つの用途への土地利用転換
Ⅵ 未利用
Ⅶ 不明

タイプ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ 合計

廃校数 30 8 4 7 20 8 1 78

　タイプⅠ30校のうち現在新校建設中

行政エリア 民間エリア
校舎利用の
有無

行政エリア 民間エリア
校舎利用の
有無

1 教育施設 私立小学校 校舎改修
屋外運動施
設、中学校

― 解体

2
公園と区民セ
ンター

民間住宅
（売却）

解体 公園
高齢者施設
（貸付）

解体

3
地域センター、
公立小学校

― 校舎改修

4 公園
大学
（貸付）

校舎改修

5 公園
民間住宅
（売却）

解体

区部 市部箇
所
数
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ている事例が 7 箇所中 4 箇所と多く確認された。校

舎を解体し一部公園を整備、残りの用地で民間住宅

等の建設を行っている事例も 2 箇所確認てきた（図

１）。民間住宅等の建物を公園と一体的に整備する

ことによって、地域住民の憩いの場や地域交流の場

を創出していると考えられる。なお、民間に売却し

住宅が建築された 2 箇所は、区部に存在しており、

人口増加に対応していることも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 住宅への土地利用転換場所（東中野小学校） 

③跡地利活用タイプⅤ 

1 つの用途への土地利用転換したものを用途地域

別に分類整理したものを表 4 に示す。 

表 4 用途地域別の土地利用転換の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表より、第 1 種中高層住居専用地域（1 中高）は、

既存校舎の活用や解体、民間利用など多くの土地利

用へ転換されていることから活用の多様性が最もあ

ることがわかる。 

なお第 1 種低層住居専用地域（1 低層）は全て公有

地であり、東久留米市第八小学校跡地の都立公園へ

の転換（校舎解体）を除いて校舎活用となっていた。

また区部の 1 低層では、校舎を解体せず校舎をリノ

ベーションし、保育室等で活用していた。 

④跡地利活用タイプⅣ 

 跡地が未利用となっている 8 箇所のうち、計画決

定済みが 3 箇所、計画検討段階は 5 箇所であった。

計画決定済みの未利用地の事例として、多摩市の西

愛宕小学校跡地の都営住宅の種地としての利用予定

がある。老朽化が進行しているニュータウンの更新

を図っていると考えられる。計画段階としては 2011

年に廃校となった多摩市の北貝取小学校が未だ検討

段階である。また、足立区本木東小学校跡地では現

在貸付等を含めた跡地利用を検討しているが敷地内

の一部に民有地が存在していることが判明し、計画

が停滞していると考えられる。 

(２)廃止後の土地利用転換に伴う都市計画変更 

 今回の調査より都市計画変更の事例も確認された。

昭島市のつつじが丘南小学校跡地では、社会教育施

設の開業を踏まえ一団地の住宅施設を廃止し地区計

画の策定を行っていた。また、西東京市の泉小学校

跡地においては現在地区計画策定を行うために、都

市計画変更の手続きを行っている状況であった。 

 

５．まとめ 

本研究において、東京都における直近 10 年間の小

学校廃校の土地利用転換の把握を行い、土地利用転

換を行っていた 27 箇所を中心に分析を行った。その

結果、校舎活用を行いやすい教育施設や社会施設等

の地域密接型施設への転換が多く見られたことから、

校舎を活用した跡地利用のニーズが高いと考えられ

る。一方で民間に貸付や売却を行うことで財源へと

活かす方法も見られた。その際、民間施設を公園等

と一体的に整備することで地域の交流の場を図って

いるといえる。なお今回の調査結果より、土地利用

転換が行われた跡地（タイプⅣ、Ⅴ）において行政

が活用を行っているのは、27箇所中 19箇所であった。

また今回跡地を種地とした事例は多摩市の西愛宕小

学校のみであったが、老朽化が進んでいるニュータ

ウンにおいて廃校跡地を種地として活用し、事業を

円滑に進めることも有効であるといえる。 

 さらに昭島市の事例のように一団地の住宅施設の

廃止を行うことで用途制限の緩和を行うとともに、

地区計画を策定することで良好な住環境の形成も可

能であると考えられる。 

 

６．今後の課題 

 近年、東京都市部では年少人口が減少しているも

のの区部では増加している地域も多く見られた。し

かし廃校は発生していることから町丁目ごとの人口

や跡地発生地の周辺施設との位置関係を調査するこ

とで廃校決定に至るまでのプロセスを明らかにして

いく必要がある 
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